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今、私たちの社会は人口減少や少子高齢化、デジタル化の進展、物価高騰といった大き

な変化の真っ只中にあります。本市においても、将来の職員不足や税収の減少、公共施設

の老朽化といった「２０４０年問題」は避けて通れない大きな課題です。これまで当たり前

だと思ってきた行政サービスを将来にわたって守り続けるためには、これまでのやり方を

抜本的に見直す変革が必要です。 

 

今回の行政改革では、主に３つの柱に取り組みます。第一に、デジタル技術等を活用し

て業務を効率化し、職員がより市民の皆様の声に寄り添える体制を整える「組織機能の強

化と人材の育成」です。その活動を支える確かな基盤として、災害時には命を守る拠点と

なり、平時には誰もが利用しやすい「市役所本庁舎の整備」を、スピード感を持って進めま

す。第二に、限られた財源を効果的に使い、次世代に負担を残さない「持続可能な行財政

運営」です。子どもたちが切磋琢磨できる最良の教育環境を整える「中学校の再編」や、地

域の憩いの場である「温泉施設の最適化」など、未来を見据えた施策を断行します。第三

に、市民、企業、行政などが手を取り合う「多様な主体との協働」です。皆様が意見を伝え

やすい環境を整え、全員が主役となるまちづくりを推進します。 

 

改革は時に痛みを伴う決断を迫られることもありますが、それはすべて北杜市の輝く未

来のためです。市民の皆様の深いご理解とご協力を心からお願い申し上げます。ともに、

希望あふれる北杜を創っていきましょう。 

 

結びに当たり、本大綱の策定に際し、専門的見地から多大なご提言をいただいた北杜市

行政改革推進委員会の委員の皆様をはじめ、貴重なご意見をお寄せいただいた市民、市

議会の皆様に深く感謝申し上げます。今後、本大綱に基づき、職員一丸となって改革に邁

進してまいりますので、一層のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

令和８（２０２６）年３月 

                                  北杜市長   大 柴 邦 彦 

  

絆を紡ぎ、 

北杜の明日をともに切り拓くために 



 

 

 

-目次- 

行政改革大綱 .................................................................................................................. １ 

策定趣旨 ........................................................................................................................ 2 

行政改革大綱の必要性 ..................................................................................................... 2 

１．市民ニーズの多様化・複雑化 ...................................................................................... 2 

２．人口減少・少子高齢化の進行と持続可能な行財政運営 ................................................... 3 

（１）人口の推移 ......................................................................................................... 3 

（２）今後の人口予測 .................................................................................................. 4 

（３）財政の見通し（普通会計） ...................................................................................... ５ 

（４）公共施設の保有面積及び築年別延床面積 ............................................................... ８ 

３．社会情勢の変化への対応 .......................................................................................... ８ 

行政改革大綱の位置づけ .................................................................................................. ９ 

計画の期間 ..................................................................................................................... ９ 

行政改革の基本理念及び基本目標 ..................................................................................... ９ 

行政改革の柱 ................................................................................................................ １０ 

行政改革の推進体制 ...................................................................................................... １０ 

体系図 .......................................................................................................................... １１ 

行政改革の基本方針 ...................................................................................................... １２ 

行政改革の柱１：組織機能の強化と人材の育成 ............................................................... １２ 

重点推進項目 1-1 戦略的・機動的な組織体制の構築 .................................................. １２ 

重点推進項目 1-2 人材育成の推進.......................................................................... １３ 

重点推進項目 1-3 業務の効率化・働き方改革の推進.................................................. １３ 

行政改革の柱２：持続可能な行財政運営の推進 ............................................................... １４ 

重点推進項目 2-1 自主財源の確保.......................................................................... １４ 

重点推進項目 2-2 民間活力の活用 ......................................................................... １５ 

重点推進項目 2-3 公共施設の最適配置 ................................................................... １５ 

重点推進項目 2-４ 中学校の教育環境の充実 ............................................................ １６ 

重点推進項目 2-５ 未利用財産の有効活用 ............................................................... １６ 

重点推進項目 2-６ 上下水道事業の経営健全化 ......................................................... １６ 

行政改革の柱３：多様な主体との協働で推進するまちづくり ............................................. １７ 

重点推進項目 3-1 地域コミュニティの強化 ............................................................... １７ 

重点推進項目 3-2 広聴広報の推進 ......................................................................... １８ 

重点推進項目 3-3 移住者・定住者・関係人口の増加 ................................................... １８ 

実施計画 ...................................................................................................................... １９ 

１．実施計画の趣旨 ..................................................................................................... ２０ 

２．実施計画の推進期間 .............................................................................................. ２０ 

３．実施計画の推進体制 .............................................................................................. ２０ 

４．実施計画の取組項目 ............................................................................................... ２１ 

５．行革の柱別の取組項目........................................................................................... ２５ 

資料編 ......................................................................................................................... ４９ 

１．策定経過 .............................................................................................................. ５０ 

２．行政改革推進委員会 ............................................................................................... ５１ 

  



 

- 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行 政 改 革 大 綱 ２０２６▷▷▷２０３０ 

 

  



 

- 2 - 

 

 策定趣旨                         

我が国の人口減少と少子高齢化の進行は顕著であり、今後、本市においても生産年齢人
口の減少に伴う税収の減少が見込まれる一方で、社会保障費や公共施設の老朽化による更
新費用など財政需要の増大が見込まれています。 

また、２０４０年代にかけて現在よりも少ない職員数での行政運営が必要となる可能性が
あり（いわゆる２０４０年問題）、今後、他自治体や民間企業との採用競争の激化も見込まれ
ています。 

このような状況の下、限られた財源と人材を「社会保障」、「子育て支援」、「教育」、「社会資
本整備」などの幅広い分野において効果的に投入し、持続可能な行政運営を推進する中で
市民サービスの維持・向上を図る必要があります。 

そのためには、効率的な組織体制の構築、人材の育成、業務の効率化、多様な自主財源の
確保、公共施設の最適配置、職員のコスト意識の徹底、地域力の強化、移住者・定住者・関係
人口の増加など多くの取組を実施していかなければなりません。 

この北杜市行政改革大綱に基づき、本市の最上位計画である「第４次北杜市総合計画」の
着実な推進を下支えし、行政運営の指針として確実かつ迅速に行政改革を進めていきます。 

 

 行政改革大綱の必要性                    

１．市民ニーズの多様化・複雑化 

人口減少と少子高齢化により、今後、自治体職員の減少が見込まれる中、近年の行政課

題はますます多様化・複雑化しており、このため、高度な行政課題に対応できる職員が求

められています。 

近年、飛躍的に進化を続けるデジタル技術を積極的に活用するとともに、すべての職員

が業務に対する意識や働き方を抜本的に見直し、業務の効率化と市民サービスの向上に

つなげるため、DX の推進や人材の確保と育成に努める必要があります。 

 

 

  

564 561 

551 
547 

547 
544 

539 
536 

549
544

564 

560 
557 

555 
552 

547 547 547 
550

547 

525

530

535

540

545

550

555

560

565

570

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

単
位
：人

職員数（常勤職員のうち病院関係及び診療所を除く）の推移

（北杜市定員適正化計画による職員数）

実人数 計画数



 

- 3 - 

 

２．人口減少・少子高齢化の進行と持続可能な行財政運営 

今後、人口減少、少子高齢化の進行により、税収の減少や社会保障関連経費の増大、公

共施設の維持管理費、更新経費の増大等が見込まれる中、更なる効果的かつ効率的な行

財政運営が必要となります。 

（１）人口の推移 

本市の人口は、平成１２（２０００）年の時点では４７，８８８人でしたが、令和２（２０２０）

年には４４，０５３人まで減少しています。 

また、年齢３階層の人口割合は、老齢人口割合が平成１２年の時点では２６．１％でした

が、令和２年には４０．０％まで上昇し、年少人口及び生産年齢人口の割合は低下している

状況です。このうち、年少人口割合については、平成１２年時点では１４．３％でしたが、令

和２年には１０％を割り込み、９．７％まで低下しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省統計局国勢調査資料              
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（２）今後の人口予測 

令和８（２０２６）年に策定した北杜市人口ビジョン（以下「人口ビジョン」という。）のパタ

ーン１（社人研推計準拠型シナリオ）によると、本市の人口は、令和３２（２０５０）年には３２，

３６３人まで減少すると予測されています。 

また、人口ビジョンのパターン２（対策実施型シナリオ）は、令和３２（２０５０）年にはパタ

ーン１（社人研推計準拠型シナリオ）を下回る２９，７１９人となっており、パターン１（社人研

推計準拠型シナリオ）及びパターン２（対策実施型シナリオ）ともに、人口減少が進むことが

予想されています。 

なお、パターン３（悲観型シナリオ）は何も対策をとらなかった場合を想定しており、平

成３０（２０１８）年から令和４（２０２２）年までの合計特殊出生率である「１．３８」で推移す

る形としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：北杜市人口ビジョン（国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（令和５年推計）」を基に作成） 
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（３）財政の見通し（普通会計※） 

①歳入の見通し及び歳出の見通し 

市税は、８０億円程度で推移していますが、将来的に、少子高齢化に伴う生産年齢人

口の減少等による減収も見込まれるため、自主財源の確保などが課題となっています。 

地方交付税は、歳入全体の概ね３分の１と高い割合ですが、公債費にかかる普通交付

税措置を除き、緩やかな減少に転じるものと見込まれます。 

人件費については、民間の賃金上昇を鑑みた人事院勧告に準拠し、増加しています。 

扶助費や繰出金については、国の社会保障施策による福祉サービスや医療保険など

により増加しています。 

普通建設事業費については、公共施設の更新や建て替えなどにより増加しています

が、国県支出金の活用など財源を確保する中で、計画的に整備を進めています。併せて、

市債の返還となる公債費についても増加していますが、財政措置の有利な市債を活用

し、財政健全化を堅持していくこととしています。 

なお、近年の頻発化する大規模災害に備え、インフラを始めとする施設への整備にか

かる財源の確保が課題となっています。 

 
※普通会計：一般会計と、これに類する一部の特別会計（上下水道、病院、国保、介護など公営

事業会計を除いたもの）を合算した決算統計上の会計区分のこと。 
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②実質収支※の見通し 

実質収支額は、今後１０億円前後で推移すると見込まれます。財政運営を行うにあた

っては、実質収支額が多いほど良いわけではなく、「適度な剰余」であることが必要にな

ります。「適度な剰余」について、厳密な定めはありませんが、災害等の特殊な要因がな

ければ、一般的に標準財政規模の３％から５％程度が望ましいとされています。本市の

標準財政規模は約２００億円であることから、中期的に「適度な剰余」が保たれた収支と

なっています。 

しかしながら、生産年齢人口の減少など社会情勢の変化や市民ニーズに的確に対応

していくため、社会変容に対応した人材や自主財源の確保、歳出の抑制など、新たな行

政改革大綱に基づき、持続可能な財政運営に取り組むことが重要です。 

 
※実質収支：歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を控除した額のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

12.5 
13.1 

7.9 

12.1 11.9 11.9 

8.8 

7.0 

0.0

10.0

20.0

R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

億円
普通会計の実質収支の見通し

実質収支



 

- 7 - 

 

③基金残高の見通し及び市債残高の見通し 

これまで市では、町村合併による普通交付税の増額措置を生かし、積極的に基金へ

積み立てを行うとともに、市債の繰上償還を実施し、将来に備えてきました。 

普通交付税の時限的な措置が終了する中、今後は、基金を大幅に積み立てることは

難しくなりますが、金利の上昇等も踏まえながら、確実かつ効率的な運用とより有効な

活用を実施していきます。 

また、市債残高については、公共施設の大規模修繕や更新等が想定される中で増加

が予想されますが、市債の借り入れに当たっては、財政措置のある地方債の活用や借り

入れ方法を検証するなど、実質的な将来負担が発生しないよう財政健全化を堅持する

ことが重要となります。 
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（４）公共施設の保有面積及び築年別延床面積 

本市の公共施設の保有面積は県内市平均の２．１倍となっております。 

 

 

 

 

 

 

出典：北杜市公共施設等総合管理計画 

 

 

本市の公共施設は２０年後には９４．３％が建築後３０年を経過します。 

 
公共施設の築年別延床面積の割合 

 

  

 

 

 

 
出典：北杜市公共施設等総合管理計画 

 

 

３．社会情勢の変化への対応 

近年、頻発する大規模災害や人口減少による地域コミュニティの希薄化など、社会情勢

が急激に変容する中で、地域の文化や伝統の継承、災害時における共助の強化、地域人材

の確保など、地域の活性化を図る必要があります。 
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 行政改革大綱の位置づけ                   

本計画は、「第４次北杜市総合計画」の直下の計画として、市の将来都市像である「人と自

然と文化が躍動する環境創造都市」の実現に向け、盤石な行政の運営基盤を築くための指

針となり、関連計画等との調整機能を果たすものとします。 

 

 計画の期間                         

令和８（２０２６）年度から令和１２（２０３０）年度まで（５年間） 

行政改革大綱（２０２６▷▷▷２０３０）の計画期間は、「第４次北杜市総合計画」にお

ける前期基本計画と同様の令和８（２０２６）年度から令和１２（２０３０）年度までの

５年間とします。 
 

 行政改革の基本理念及び基本目標               

高度化する行政課題や人口減少、少子高齢化の進行など、社会情勢の変化に対応した人

材の確保と育成を図りつつ持続可能な行財政運営を推進するとともに、より具体的な目標

や評価方法を定め、市民のコンセンサスを得やすい、多様な主体との協働を可能にする行政

の推進を目指します。 

また、そのための基本目標を定め、多様な主体との協働を図る中で、限りある行政資源

（財源・人員等）を最大限に生かし、市民サービスの維持・向上を目指します。 

 

 

基本目標１ 基本目標２ 

行政組織の効果的・効率的な運営 健全な行財政運営の推進 

 

  

社会情勢の変化に対応し、多様な主体と協働する持続可能な行政の推進 基本理念 
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行革の柱 １ 組織機能の強化と人材の育成 

行革の柱 ２ 持続可能な行財政運営の推進 

 

行革の柱 ３ 多様な主体との協働で推進するまちづくり 

 行政改革の柱                         

行政改革の基本目標を達成するためには、すべての職員が前例踏襲の考えから脱却し、

時代の変化に的確に対応する中で将来を見据えた視点に基づく改革を推進し、市民サービ

スの維持・向上を図る必要があります。 

このため、次の３つの行政改革の柱に重点を置いた行政改革を着実に行います。 

 

 

限られた行政資源の中で効果的かつ効率的な行政運営を行うためにも、更なる業務の

効率化と市民サービスの向上を目指し、業務の抜本的な見直しを行うとともに、これから

の時代に対応する人材の確保と育成を図ります。 

 

 

生産年齢人口の減少に伴う税収の減少や自治体業務の担い手不足に対応する効果的か

つ効率的な行財政運営を推進します。 

 

 

激変する社会情勢に対応するため、地域の様々な主体と協働し、関係するすべての人が

主役となるまちづくりを推進します。 

 

 行政改革の推進体制                         

本計画の推進にあたっては、歳入・歳出のみならず、人材育成や多様な主体との協働など

の行政改革を着実に推進する体制として、行政改革推進本部を中心に行政改革に係る重要

事項や組織横断的な課題等の検討を行い、全庁を挙げて改革に取り組みます。 

また、市の行政改革全般に関するチェック機能として、有識者等から構成される行政改革

推進委員会（市長の附属機関）に、行政改革の進捗等を報告するとともに、専門的知見や市

民目線からの提言・評価を踏まえ、必要な見直し、改善等を図ります。 
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 体系図                           

 

  

基本理念 

基本目標 

社会情勢の変化に対応し、多様な主体と協働する持続可能な行政の推進 

基本目標１ 行政組織の効果的・効率的な運営 基本目標２ 健全な行財政運営の推進 

重点推進項目 取組項目 関係法令・計画等 

柱１ 組織機能の強化と人材の育成 

１－１ 戦略的・機動的な組織体制の構築 

１－１－① 行政組織改革の推進 

１－１－② 社会変容に対応した人材の確保 

１－１－③ 市役所本庁舎の整備推進 

・北杜市行政組織条例 等 

・北杜市定員適正化計画 

・地方自治法第４条第１項 等 

１－２ 人材育成の推進 

１－２－① 人材育成基本方針に基づく研修の実施 

１－２－② 女性職員のキャリア形成の推進 

１－２－③ 人事評価制度の見直し及び推進 

１－２－④ 職員提案制度の推進 

１－２－⑤ 職員地域貢献活動応援制度の推進 

・北杜市人材育成基本方針 

・北杜市男女共同参画推進プラン 等 

・北杜市職員人事評価規程 

・北杜市人材育成基本方針 等 

・北杜市人材育成基本方針 等 

１－３ 業務の効率化・働き方改革の推進 

１－３－① 業務量の調査・分析・効率化 

１－３－② アウトソーシングの推進 

１－３－③ DX の推進 

１－３－④ 働きやすい職場環境の整備 

１－３－⑤ ハラスメントの防止及び対策の強化 

１－３－⑥ 職員の心と体の健康保持対策の推進 

・北杜市特定事業主行動計画 

 

・北杜市 DX 推進計画 

・北杜市特定事業主行動計画 

・北杜市ハラスメント撲滅宣言条例 等 

・心の健康づくり計画 

柱２ 持続可能な行財政運営の推進 

２－１ 自主財源の確保 

２－１－① 公債権・私債権の収納対策の推進（現年分） 

２－１－② 公債権・私債権の収納対策の推進（過年分） 

２－１－③ ふるさと納税制度の推進 

２－１－④ 企業版ふるさと納税制度の推進 

２－１－⑤ 環境保全協力金制度の推進 

２－１－⑥ 芸術文化スポーツ振興協力金制度の推進 

２－１－⑦ ガバメントクラウドファンディングの推進 

２－１－⑧ ネーミングライツの推進 

・国税徴収法第１４１条 等 

・国税徴収法第１４１条 等 

・地方税法第３７条の２ 等 

・北杜市まち・ひと・しごと創生推進計画 等 

・北杜市環境保全基金条例 

・北杜市芸術文化スポーツ振興基金条例 等 

・地方税法第３７条の２ 等 

・北杜市命名権売却事業実施要綱 

２－２ 民間活力の活用 

２－２－① PPP/PFI 制度の導入推進 

 

２－２－② サウンディング型市場調査の活用 

２－２－③ 指定管理者制度の推進 

・民間資金等の活用による公共施設等の整備等の 

促進に関する法律 

・地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き 

・地方自治法第２４４条の２第３項 等 

２－３ 公共施設の最適配置 
２－３－① 公共施設保有量の縮減 

２－３－② 温泉施設の最適化 ・北杜市公共施設等総合管理計画 

・北杜市公共施設個別施設計画 
２－４ 中学校の教育環境の充実 ２－４－① 中学校の再編 

２－５ 未利用財産の有効活用 
２－５－① 市有財産の企業立地用地等への活用 

２－５－② 市有財産の売却・貸付の推進体制強化 

 

・北杜市公有財産管理規則 等 

２－６ 上下水道事業の経営健全化 

２－６－① 基準外繰入金の縮減 

２－６－② 施設の老朽化対策の推進 

２－６－③ ウォーターPPP 等の導入検討 

２－６－④ 下水道事業処理施設の統廃合の推進 

・北杜市上下水道事業経営基本計画 

・北杜市上下水道耐震化計画 

・北杜市上下水道事業経営基本計画 

・北杜市下水道アクションプラン 

３－１ 地域コミュニティの強化 
３－１－① 行政区との連携強化 

３－１－② 地域防災力・減災力の整備・維持 

 

・北杜市消防団の設置等に関する条例 等 

柱３ 多様な主体との協働で推進するまちづくり 

３－２ 広聴広報の推進 
３－２－① 「伝える」情報発信の推進 

３－２－② 意見しやすい環境整備 

・北杜市 DX 推進計画 

・北杜市審議会等の設置及び委員の選任に関する要綱 

３－３ 移住者・定住者・関係人口の増加 

３－３－① シティプロモーションの推進 

３－３－② 空き家の活用促進 

３－３－③ 移住者のフォローアップ体制の構築 

３－３－④ 八ヶ岳定住自立圏共生ビジョンの推進 

・北杜市シティプロモーション戦略 

・北杜市空き家等対策計画・所有者不明土地対策計画 

 

・八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン 
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 行政改革の基本方針                         

組織機能の強化と人材の育成 

現状と課題・必要性  

・多様化・複雑化する行政課題に対し、的確かつ迅速に対応するためには、市民に分かりやすく、職

員の能力を最大限に発揮することができる効率的な組織体制を構築する必要があります。 

・人口減少と少子高齢化により、今後、自治体職員の減少が見込まれる中、年齢構成の平準化を図

り、高度化する行政課題に対応することができる社会変容に対応した人材を確保するため、計画

的な職員採用を推進する必要があります。 

・社会情勢等の変化により、市民ニーズが多様化・複雑化する中で、「これまでのとおり」、「過去に例

がない」などの前例踏襲の考えから脱却し、時代の変化に柔軟に対応することができる『人材の育

成』を行う必要があります。 

・飛躍的に進化するデジタル技術を積極的に活用し、市民の利便性を向上させるとともに、業務の

効率化によって生み出された人的資源を戦略的に必要とする部署に配置し、施策の機動的な推進

を図り、更なる行政サービスの質の向上につなげる必要があります。 

・高度化する行政課題や市民ニーズに対して、柔軟かつ的確に対応していくためには、現在の各部

署における業務量の把握、業務内容の可視化等を実施し、既存事業の見直しや業務量の縮減、業

務フローの改善など、行政事務の効率化を図り、更なる行政サービスの質の向上につなげる必要

があります。 

・業務の生産性を高めることにより、無駄がなく効率的で実効性のある施策を展開することができ

ます。このため、勤務時間や休暇取得など職場環境の改善を図る中で、ワーク・ライフ・バランスの

確保や健康管理につなげ、職員の能力を最大限に発揮することができる「働きやすい」職場づくり

を推進する必要があります。 

 

重点推進項目１－１ 戦略的・機動的な組織体制の構築 

取組方針  
各部局の業務内容や課題を確認する中で、更なる行政サービスの効率化と市民に分かりやすい

組織体制に向け、「北杜市行政組織改革検討委員会」において全庁横断的に検討を進めます。 

「北杜市定員適正化計画」に基づき、中長期的な視点に立った職員数の確保を図るため、採用試

験の実施方法や実施時期など、受験しやすい環境整備に向けた見直しの検討を進め、計画的な職

員採用を実施していきます。 

市民の生命･財産を守るために、災害時における拠点施設としての防災機能を併せ持った機能的

な新庁舎の建設を推進し、多様化･高度化する市民ニーズへの迅速で組織横断的な対応を可能とす

る柔軟性の高い行政の推進を図ります。 

取組内容  

行政サービスの効率化と市民に分かりやすい組織体制を構築します。 

① 行政組織改革の推進 

社会変容に対応した人材を確保し、持続可能な行政運営を行います。 

② 社会変容に対応した人材の確保 

災害に強く機能的な新庁舎の建設を推進します。 

③ 市役所本庁舎の整備推進 

行革の柱 １      
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重点推進項目１－２ 人材育成の推進 

取組方針  

「北杜市人材育成基本方針」に基づき、職員の政策形成能力や意思決定能力、情報活用能力など

の向上に資する専門的な研修を継続的に実施し、多様化・複雑化する市民ニーズに柔軟に対応でき

る人材育成に取り組みます。 

管理監督職員については、組織運営にあたり広い視野と柔軟な発想を持ち、自ら先頭に立ち業

務を牽引する強いリーダーシップの醸成と能力を発揮できる職場環境づくり、部下の能力の向上に

資する研修を実施し、マネジメント能力の強化を図ります。 

「北杜市男女共同参画推進プラン」及び「北杜市特定事業主行動計画」に基づき、女性職員が意欲

を持ち、能力を最大限に発揮できる職場環境の整備や、研修等によるキャリア形成促進支援、性別

にとらわれない適材適所の人事配置、管理職への登用を推進します。 

取組内容  

多様化する市民ニーズに柔軟に対応できる人材育成に取り組みます。 

① 人材育成基本方針に基づく研修の実施 

女性職員の活躍を推進します。 

② 女性職員のキャリア形成の推進 

前例にとらわれない職員の成長を促進します。 

③ 人事評価制度の見直し及び推進 

④ 職員提案制度の推進 

⑤ 職員地域貢献活動応援制度の推進 

重点推進項目１－３ 業務の効率化・働き方改革の推進 

取組方針  

限られた職員数の中で、今後も市民サービスを維持・向上させていくため、現在の各課の業務量

を把握・分析した上で、業務を抜本的に見直す手法（BPR）とデータに基づく効果的な政策立案の

手法（EBPM）を導入するとともに、民間活力の導入など業務の外製化に向けた検討を進めます。 

「北杜市 DX 推進計画」に基づき、コスト（イニシャル・ランニング）を踏まえる中で、庁内における

デジタルツール（AI・RPA など）の導入範囲の拡大に向けた検討を進めます。 

働きやすい職場環境を整備するため、他自治体等における先行事例の積極的な導入に向けた検

討を進めるとともに、職員一人ひとりの業務量の平準化を図ります。 

取組内容  

抜本的な業務改善手法やデジタル技術を取り入れ業務の効率化を図ります。 

① 業務量の調査・分析・効率化 

② アウトソーシングの推進 

③ ＤＸの推進 

職員が働きやすい職場環境の整備に取り組みます。 

④ 働きやすい職場環境の整備 

⑤ ハラスメントの防止及び対策の強化 

⑥ 職員の心と体の健康保持対策の推進 
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持続可能な行財政運営の推進 

現状と課題・必要性  

・人口減少、少子高齢化による税収の減少や社会保障関連経費の増大等による厳しい財政状況の

中、今後も行政サービスの水準を維持・向上させていくためには、多様な自主財源の確保に努め

るとともに、歳入の確保、負担の公平性の観点から、市税、使用料等の収納率の向上、収納対策の

強化を図る必要があります。 

・本市における市民 1 人あたりの公共施設の延床面積は、県内１３市の中で最も多くなっているた

め、公共施設の最適配置を最優先に進め、コストの縮減を図り、今後も管理を続ける施設の維持管

理経費に投入していく必要があります。 

・上下水道事業は、一般会計からの繰入金に大きく依存した経営となっており、今後は給排水人口

の減少により上下水道料金の収入減が予測されていること、施設の老朽化により更新等に要する

経費が増大すること、業務に従事する職員の不足が予測されていることなどに鑑み、基準外繰入

金の縮減や民間活力の活用を検討する必要があります。 

 

重点推進項目２－１ 自主財源の確保 

取組方針  

ふるさと納税制度をはじめとした多様な自主財源の確保に努めるとともに、歳入の確保、負担の

公平性の観点から、市税や使用料の収納率の向上、収納対策の強化に取り組み、限りある財源を必

要な施策に投入し、行政サービスの水準を維持・向上していきます。 

取組内容  

市税等の収納率の向上と自主財源の確保に取り組みます。 

① 公債権・私債権の収納対策の推進（現年分） 

② 公債権・私債権の収納対策の推進（過年分） 

③ ふるさと納税制度の推進 

④ 企業版ふるさと納税制度の推進 

⑤ 環境保全協力金制度の推進 

⑥ 芸術文化スポーツ振興協力金制度の推進 

⑦ ガバメントクラウドファンディングの推進 

⑧ ネーミングライツの推進 
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重点推進項目２－２ 民間活力の活用 

取組方針  

今後、多くの公共施設が老朽化による更新時期を迎えようとしています。このため、公共負担を

抑制し、質の高い行政サービスの実現を図るため、PPP(官民連携事業)/PFI（民間資金等活用事

業）など民間活力を活用した取り組みを推進します。 

公共施設の最適配置による余剰施設の活用や、効果的かつ効率的なアウトソーシングの推進を

図るため、「サウンディング型市場調査」の積極的な活用により、民間事業者との意見交換等を通じ、

アイデア、ニーズ、課題等を把握した上で、各事業における民間活力の活用に向けた検討を進めま

す。 

公共施設の効率的な管理・運営による経費削減や市民サービスの向上を図るため、引き続き、民

間事業者が管理・運営を行う「指定管理者制度」を推進します。 

取組内容  

民間活力の活用を促進し、更なる市民サービスの向上に取り組みます。 

① ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の導入推進 

② サウンディング型市場調査の活用 

③ 指定管理者制度の推進 

 

重点推進項目２－３ 公共施設の最適配置 

取組方針  

北杜市公共施設等総合管理計画に基づき、令和３３年度までに公共施設の保有量（延床面積）を

４０％程度縮減する目標の達成に向けて、市民、関係者の意見を踏まえる中で、公共施設の最適配

置に取り組みます。 

公共施設の保有量の縮減にあたっては、単に施設を廃止するだけでなく、施設の複合化、多機能

化、集約化を図ることにより、より内容の充実したサービスの提供や、効率的な維持管理を行いま

す。 

温泉施設については、温泉１０施設の指定管理者からの聞き取りなどを行い、現状の問題や今後

想定される課題についての洗い出しを行うとともに、地域住民ニーズの聞き取りや検討委員会等

からの提言をいただく中で、民間移管・譲渡を見据えた施設のあり方についての方向性を検討しま

す。 

取組内容  

公共施設の保有量の縮減に取り組みます。 

① 公共施設保有量の縮減 

温泉施設のあり方について検討します。 

② 温泉施設の最適化 
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重点推進項目２－４ 中学校の教育環境の充実 

取組方針  

少子化の進行により、こどもたちの人数が減少する中、中学校の小規模化による様々な課題解

決のため、中学校統合に向けた取組を推進し、学校教育環境の向上を図っていきます。 

取組内容  

より良い教育環境を目指し、中学校の再編に取り組みます。 

① 中学校の再編 

 

重点推進項目２－５ 未利用財産の有効活用 

取組方針  

公共施設の最適配置により発生する未利用施設、未利用地は、自主財源の確保と維持管理コスト

の縮減を図るため、原則、民間への売却を最優先に検討を進めます。また、中学校の再編に伴う跡

地については、地域での利活用等を含め検討していきます。 

取組内容  

公共施設の最適化により生じる未利用地等の有効活用に取り組みます。 

① 市有財産の企業立地用地等への活用 

② 市有財産の売却・貸付の推進体制強化 

 

重点推進項目２－６ 上下水道事業の経営健全化 

取組方針  

人口減少による使用料収入の減少や施設の老朽化による更新等費用の増加、職員数の不足など

の課題を抱える上下水道事業において、民間活力の活用、施設の老朽化対策などに取り組むとと

もに、適正な料金体系に基づく持続可能な経営体制を構築していきます。 

取組内容  

上下水道事業の持続可能な経営体制の構築に取り組みます。 

① 基準外繰入金の縮減 

② 施設の老朽化対策の推進 

③ ウォーターＰＰＰ等の導入検討 

④ 下水道事業処理施設の統廃合の推進 
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多様な主体との協働で推進するまちづくり 

現状と課題・必要性  

・多様な地域課題を解決し、地域の活性化を促すためには、行政の力のみでは限界があります。こ

のため、行政と市民、企業、ＮＰО等の市民団体など、すべての力を総結集し、それぞれ適切な役

割分担に基づき連携強化を図る必要があります。 

・市民が積極的に市政に参画し、行政との協働によるまちづくりを推進するためには、デジタル技

術を始めとした幅広いツールを活用する中で、市の現状や課題、施策などに関する正確な情報を

「伝える」情報発信に取り組む必要があります。 

・市民ニーズや意見等を的確に市政に反映させるためには、これまでの方法を検証する中で、更な

る広聴機能の強化に向けた検討を進めるとともに、各種審議会や検討会等における市民公募委

員の登用を促進し、「意見しやすい」環境整備に取り組む必要があります。 

・効果的なシティプロモーションを実施し、本市の知名度やイメージの向上、市民の地元愛や誇りの

醸成を図り、持続可能なまちづくりを推進する必要があります。 

・管理不全な空き家の増加を防ぐとともに、移住希望者が抱える「住まい」に関する不安の解消を図

るため、空き家を活用した「空き家バンク」によるマッチングを強化する必要があります。 

・移住定住の促進を図るため、移住希望者の抱える課題や不安に対する相談体制の充実、実際に移

住された方が地域に馴染み、安心して生活することができるよう移住後の「住まい」、「仕事」、「地

域との橋渡し」などのフォローアップ体制を強化する必要があります。 

・少子化による人口減少と高齢化社会を迎えている中で、八ヶ岳定住自立圏域が将来にわたって安

心して暮らすことのできる地域であるために、圏域の市町村が相互に連携と協力を行い、圏域全

体の生活機能の強化等に取り組むことにより、八ヶ岳圏域の定住人口の確保と地域の活性化を図

る必要があります。 

 

重点推進項目３－１ 地域コミュニティの強化 

取組方針  
市民との協働により、持続可能なまちづくりを推進するため、移住者を始め、行政区への加入を

促進し、「防災面」、「福祉面」等の幅広い分野において行政区との連携強化を図ります。 

行政区との連携を強化する中で、今後の地域の安全・安心を守る人材の発掘や育成に向けた取

組を進めるとともに、市と消防団が更に協働することで、誰もが安全・安心に暮らせる地域づくり

を目指します。 

取組内容  

地域との協働によるまちづくりを推進します。 

① 行政区との連携強化 

地域の安全・安心を守る人材の発掘・育成に取り組みます。 

② 地域防災力・減災力の整備・維持 
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重点推進項目３－２ 広聴広報の推進 

取組方針  

市の現状や課題、施策、会計執行状況、財務諸表、定員管理などに関する正確な情報を、広報紙

のほか速報性の高いホームページやＳＮＳなど、幅広い世代に適した「伝える」ための情報伝達手段

により効果的に発信していきます。 

市民ニーズや意見等を的確に市政に反映させるため、各種審議会や検討会等における市民公募

委員の積極的な登用を推進するとともに、更なる広聴機能の強化を図り、意見しやすい環境整備に

向けた検討を進めます。 

取組内容  

市民への正確な情報発信（広報）と聴く力（広聴）の強化に取り組みます。 

① 「伝える」情報発信の推進 

② 意見しやすい環境整備 

 

重点推進項目３－３ 移住者・定住者・関係人口の増加 

取組方針  

効果的なシティプロモーションを通じ、本市の知名度やイメージの向上、市民の地元愛や地域へ

の誇りの醸成を図り、移住・定住・関係人口を増加させ、持続可能なまちづくりに取り組みます。 

移住施策を推進する上で、多くの移住希望者が「住まい」に関する不安を抱えていることから、空

き家の利活用に向け、現在の空き家バンク制度を更にニーズに合った内容となるよう見直しに向け

た検討を進め、需要と供給のマッチングの強化を図ります。 

移住希望者の抱える課題や不安に対する相談体制の充実、実際に移住した方が地域に馴染み、

安心して生活することができるよう、移住後の「住まい」、「仕事」、「地域との橋渡し」などのフォロー

アップ体制の強化に向けた検討を進めます。 

「八ヶ岳定住自立圏の形成に関する協定書」に基づき、構成市町村が相互に連携・協力して、圏域

全体の生活機能の強化等に取り組みます。 

取組内容  

人口減少対策を推進し、持続可能なまちづくりに取り組みます。 

① シティプロモーションの推進 

② 空き家の活用促進 

③ 移住者のフォローアップ体制の構築 

④ 八ヶ岳定住自立圏共生ビジョンの推進 
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実 施 計 画 ２０２６▷▷▷２０３０ 
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1.実施計画の趣旨 

本計画は、行政改革大綱に掲げる基本方針に基づき、具体的な施策の取組内容及びスケジュー

ルを示すものです。 

 

2.実施計画の推進期間 

本計画の推進期間は、行政改革大綱の計画期間に合わせ、令和８(2026)年度から令和１２

(2030)年度までの５年間とします。 

計画名 2026 2027 2028 2029 2030 

北杜市行政改革大綱      

実施計画      

 

3.実施計画の推進体制 

 １ 行政改革推進本部 

本計画に基づき、行政改革の取組を着実に推進していくため、庁内組織である「行政改革推進

本部」において、毎年度の取組内容及び進捗状況を検証し、項目の見直しや改善を行います。 

 ２ 行政改革推進委員会 

市政について優れた識見を有する者等で組織する「行政改革推進委員会」に、本計画の取組

内容及び進捗状況を毎年度報告し、助言や指導を得る中で行政改革を推進します。 

 ３ 市民への公表 

本計画に基づく取組内容、進捗状況、及び評価については、毎年度市のホームページで公表し、

広く市民に周知します。 
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4.実施計画の取組項目 

組織機能の強化と人材の育成 

 重点推進項目 1-1 戦略的・機動的な組織体制の構築 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

１ 1-1-① 行政組織改革の推進 政策推進課 25 

２ 1-1-② 社会変容に対応した人材の確保 人事課 25 

３ 1-1-③ 市役所本庁舎の整備推進 
政策推進課/財政課 

/消防防災課 
26 

 

 重点推進項目 1-2 人材育成の推進 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

４ 1-2-① 人材育成基本方針に基づく研修の実施 人事課 27 

５ 1-2-② 女性職員のキャリア形成の推進 人事課 27 

６ 1-2-③ 人事評価制度の見直し及び推進 人事課 28 

７ 1-2-④ 職員提案制度の推進 人事課 28 

８ 1-2-⑤ 職員地域貢献活動応援制度の推進 人事課 29 

 

 重点推進項目 1-3 業務の効率化・働き方改革の推進 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

９ 1-3-① 業務量の調査・分析・効率化 
政策推進課/人事課 

/情報政策課 
30 

10 1-3-② アウトソーシングの推進 政策推進課/関係課 30 

11 1-3-③ ＤＸの推進 情報政策課 31 

12 1-3-④ 働きやすい職場環境の整備 人事課/政策推進課 31 

13 1-3-⑤ ハラスメントの防止及び対策の強化 人事課 32 

14 1-3-⑥ 職員の心と体の健康保持対策の推進 人事課 32 
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     持続可能な行財政運営の推進 

 重点推進項目 2-1 自主財源の確保 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

15 2-1-① 公債権・私債権の収納対策の推進(現年分) 

収納課/こども保育課 

/子育て政策課/市営住宅

課/上下水道総務課 

33 

16 2-1-② 公債権・私債権の収納対策の推進(過年分) 

収納課/こども保育課 

/子育て政策課/市営住宅

課/学校給食課/上下水道

総務課 

34 

17 2-1-③ ふるさと納税制度の推進 ふるさと納税課 35 

18 2-1-④ 企業版ふるさと納税制度の推進 ふるさと納税課 35 

19 2-1-⑤ 環境保全協力金制度の推進 環境課 36 

20 2-1-⑥ 芸術文化スポーツ振興協力金制度の推進 生涯学習課 36 

21 2-1-⑦ ガバメントクラウドファンディングの推進 ふるさと納税課/関係課 37 

22 2-1-⑧ ネーミングライツの推進 政策推進課/関係課 37 

 

 重点推進項目 2-2 民間活力の活用 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

23 2-2-① ＰＰＰ/ＰＦＩ制度の導入推進 政策推進課 38 

24 2-2-② サウンディング型市場調査の活用 政策推進課/関係課 38 

25 2-2-③ 指定管理者制度の推進 管財課/関係課 39 

 

 重点推進項目 2-3 公共施設の最適配置 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

26 2-3-① 公共施設保有量の縮減 政策推進課/関係課 40 

27 2-3-② 温泉施設の最適化 観光課 40 

 

 重点推進項目 2-4 中学校の教育環境の充実 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

28 2-4-① 中学校の再編 
教育総務課 

（中学校統合準備室） 
41 
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 重点推進項目 2-5 未利用財産の有効活用 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

29 2-5-① 市有財産の企業立地用地等への活用 商工課/関係課 42 

30 2-5-② 市有財産の売却・貸付の推進体制強化 管財課/関係課 42 

 

 重点推進項目 2-6 上下水道事業の経営健全化 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

31 2-6-① 基準外繰入金の縮減 上下水道総務課 43 

32 2-6-② 施設の老朽化対策の推進 
上下水道施設課 

/上下水道維持課 
43 

33 2-6-③ ウォーターＰＰＰ等の導入検討 上下水道施設課 44 

34 2-6-④ 下水道事業処理施設の統廃合の推進 上下水道施設課 44 
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     多様な主体との協働で推進するまちづくり 

 重点推進項目 3-1 地域コミュニティの強化 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

35 3-1-① 行政区との連携強化 総務課/ふるさと納税課 45 

36 3-1-② 地域防災力・減災力の整備・維持 消防防災課 45 

 

 重点推進項目 3-2 広聴広報の推進 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

37 3-2-① 「伝える」情報発信の推進 秘書広報課/関係課 46 

38 3-2-② 意見しやすい環境整備 秘書広報課/関係課 46 

 

 重点推進項目 3-3 移住者・定住者・関係人口の増加 

項番 取組番号 取組項目 所管課 頁 

39 3-3-① シティプロモーションの推進 
秘書広報課/ 

ふるさと納税課 
47 

40 3-3-② 空き家の活用促進 土地政策課 47 

41 3-3-③ 移住者のフォローアップ体制の構築 ふるさと納税課 48 

42 3-3-④ 八ヶ岳定住自立圏共生ビジョンの推進 企画課/関係課 48 
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5.行革の柱別の取組項目 

 

 

❏重点推進項目 戦略的・機動的な組織体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 1 取組番号 1-1-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　各部局における業務の進捗状況や市役所本庁舎の整備、中学校の再編といった主要な行政課題等を確認する中で、北杜市

行政組織改革検討委員会（組織改革検討委員会）において、更なる行政サービスの向上と業務の効率化、課題の解決を図る

ため、組織体制の最適化に向けた検討を行う。

政策推進課

行政組織改革の推進

北杜市行政組織条例、北杜市行政組織規

則　、北杜市行政組織改革検討委員会設

置要綱　等

必要性
　多様化・複雑化する行政課題に対し、的確かつ迅速に対応するためには、市民に分かりやすく効率的で職員の能力を最大限

に発揮することができる組織体制を構築する必要がある。

組織体制見直しに係る検討：１回以上／年

年次計画 計画

●各部局における現状の課題等をヒアリングにより確認

●組織改革検討委員会において組織体制の最適化に向けた検討

項番 2 取組番号 1-1-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

北杜市定員適正化計画の数値目標達成率：１００％

年次計画 計画

●北杜市定員適正化計画の推進

●採用試験方法や時期の見直し

●職場の魅力向上に向けた検討

取組概要
　持続可能な行政運営の推進を図るため、「北杜市定員適正化計画」に基づき、中長期的な視点に立った職員数の確保とともに、高
い専門性や能力を有する社会変容に対応可能な人材の確保が必要であることから、採用試験の実施方法や実施時期などの見直しを
検討し、受験しやすい環境整備と魅力的な職場づくりに取り組む。

人事課

社会変容に対応した人材の確保 北杜市定員適正化計画

必要性
　令和２２年（２０４０年）にかけて更に加速することが見込まれる人口減少と少子高齢化に伴い、地方自治体も現在よりも少ない職員
数での行政運営が必要となる可能性があり、今後、他自治体や民間企業との採用競争の激化も見込まれている。このため、他に遅れ
ることなく組織の年齢構成の平準化を図り、複雑化する行政課題に対応できる人材を計画的に確保する必要がある。

行革の柱 1 組織機能の強化と人材の育成 
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項番 3 取組番号 1-1-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要
　本市合併以来の最大の懸案であることから、北杜市本庁舎整備検討委員会をはじめとして、専門家や市民等の声を聞きつ

つ、本庁舎整備に係る様々な課題を整理し、計画的な本庁舎整備に向けた調査・検討を行う。

政策推進課/財政課/消防防災課

市役所本庁舎の整備推進
地方自治法第４条第１項、北杜市役所の

位置を定める条例

必要性

　現在の市役所は、合併時に、位置を暫定的に旧須玉商業高等学校跡地として定め、合併後10年間のうちに事務所の位置を

検討することとしていたが、現在もその方向性を示すことができていない。

　また、現在の本庁舎は、防災拠点としての機能不足に加え、老朽化や耐震性能、ユニバーサルデザイン、執務スペースの縮

小、会議室の不足などの諸課題を抱えていることから、本庁舎整備を進めることが必要である。

令和12（2030）年度までに本庁舎整備に係る実施設計を作成：１００％

年次計画 計画

●本庁舎整備に係る課題等の整理

●基本構想、基本計画の策定及び基本設計、実施設計の作成

●市民説明会・市民ワークショップの開催
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❏重点推進項目 人材育成の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 4 取組番号 1-2-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　「北杜市人材育成基本方針」は、平成３０年６月以後改訂されていないことから、昨今の社会情勢等の変化に鑑み内容の見直

しを検討する。管理職員、中堅職員、若手職員のそれぞれの年代や職務内容に応じた、より実践的で専門性の高い研修の機会

を創出するため、職員アンケートによりニーズを確認する中で研修計画を立案する。管理職員は、部下の能力向上や人脈形成

につながる効果的な研修への積極的な参加を促すとともに、組織全体において研修に参加しやすい環境を整備する。

人事課

人材育成基本方針に基づく研修の実施 北杜市人材育成基本方針

必要性

　今後、職員の確保が困難となることが見込まれる中、限られた人員で効果的かつ効率的な行政運営を行うためには、「北杜

市人材育成基本方針」に基づく職員研修への積極的な参加を促し、職員の政策形成能力、業務遂行能力等の向上を図る必要

がある。

職員アンケートによる研修内容の満足度：８０％以上/年

年次計画 計画
●職員研修会の開催

●研修に参加しやすい職場環境の整備

●北杜市人材育成基本

方針の見直し検討

●北杜市人材育成基本

方針の見直し
●北杜市人材育成基本方針の推進

項番 5 取組番号 1-2-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

人事課

女性職員のキャリア形成の推進
北杜市男女共同参画推進プラン、北杜市

特定事業主行動計画

年次計画 計画

●女性職員の管理職への登用を推進

●職員研修会の開催

●適材適所に重点を置いた人事配置

北杜市特定事業主行動計画で定める数値目標の達成率：１００％

必要性

　「北杜市男女共同参画推進プラン」及び「北杜市特定事業主行動計画」に基づき、女性職員が意欲を持ち、能力を最大限に発

揮できる職場環境の整備や研修等によるキャリア形成促進支援、性別にとらわれない適材適所の人事配置、管理職への登用

を推進する必要がある。

取組概要

　「北杜市特定事業主行動計画」に基づき、女性職員が管理職員になることへの阻害要素の把握と解消を図り、積極的な登用

を推進するとともに、適材適所に重点を置いた人事配置を行う。女性職員がスキルアップを図るために有効な研修会や管理

職員を対象とした女性職員の活躍と人材活用に資する研修会を開催する。
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項番 6 取組番号 1-2-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要
　人事評価制度に先進的に取り組んでいる国や自治体の取組を参考に、人事評価の活用を通じた人材育成や、組織全体の士

気及び公務能率の向上につながる評価基準の設定など、人事評価制度の見直しを行う。

人事課

人事評価制度の見直し及び推進 北杜市職員人事評価規程

必要性

　国が実施した「地方公務員法改正に伴う人事評価制度の施行に向けた準備状況調査」においては、評価者によって評価のば

らつきが生じていることや、評価者の知識不足、人材育成に必ずしも結びついていないなどの課題が確認されている。人事

評価制度は、職員が職務を遂行するにあたり発揮した能力及び挙げた業績を公正に把握することで主体的な職務の遂行及び

高い能力を持った市職員の育成を図ることを目的としており、限りある人材の価値を高められるような人事評価制度が必要

である。

令和12（2030）年度までに人事評価制度の見直し実施：１００％

年次計画 計画

●評価者・被評価者研修

●評価基準等の見直し

項番 7 取組番号 1-2-④ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　職員に対して職員提案制度の周知を図り、積極的な活用を促すとともに、提案が採用された職員に対しては、従前どおり表

彰や報奨金品を授与するほか、その旨を人事課の所掌する人事記録に登載し、人事考課の参考とするなど、提案者に対する

評価を着実に行い、提案へのインセンティブを図る。また、毎年特定の月を強化月間として位置づけ、全職員が気軽に素晴ら

しいアイデアを提案できる環境を整備する。

人事課

職員提案制度の推進
北杜市人材育成基本方針、北杜市職員提

案制度実施要綱

必要性

　「北杜市人材育成基本方針」では、目指すべき職員像として、地域課題や問題点に的確に対応し、常に市民の目線で物事を考

え、未来を見据えた本市のグランドデザインを描く職員となることを掲げている。　この基本方針の下、職員のやる気や向上

心を醸成し、改革意識及び市政への参加意識の高揚を図るため、職員提案制度を推進し、職員から提案のあった自由で独創

的な提案を、活力ある市政の推進及び市民サービスの向上につなげる。

職員提案件数：１０件以上／年

（参考）

職員提案件数　R4:0件、R5:7件、R6:8件

年次計画 計画

●職員提案制度の周知

●より多くの提案に向けた制度の見直し
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項番 8 取組番号 1-2-⑤ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要
　職員が、報酬を得て当該活動を行う場合における営利企業等従事許可に係る要件及び手続を定めた「北杜市職員地域貢献

活動応援制度」を周知し、地域貢献活動への職員の参加を応援する。

人事課

職員地域貢献活動応援制度の推進
北杜市人材育成基本方針、北杜市地域貢

献活動応援制度実施要綱

必要性

　人口減少や少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少が全国的な社会問題となっている中、本市においても基幹産業である農

業を中心に人手不足、担い手不足が深刻化している。地域経済の活性化と持続可能な産業・農業の発展を目指し、「より豊か

な農業」の実現をはじめ、市が取り組む様々な施策の推進を図るためにも、市の職員が地域での貢献や担い手不足につなが

る取り組みとして、公務以外でも率先して地域に入り積極的に活動することが重要である。また、当該活動が、職員にとって

新たな活躍、自己成長の機会となり、多様なキャリアプランの形成に資することも期待される。

地域貢献活動申請件数：１０件以上／年

年次計画 計画

●北杜市職員地域貢献活動応援制度の周知

●より多くの利用に向けた制度の見直し
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❏重点推進項目 業務の効率化・働き方改革の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 9 取組番号 1-3-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

業務量削減時間（累積）　R8：1,300時間、R9：2,700時間、R10：4,600時間、R11：6,800時間、R12：9,000時間

年次計画 計画

●BPR実施

●BPR研修を実施

●民間活力の導入など業務の外製化に向けた検討

取組概要

　令和７年度に業務量調査を実施し、各課における業務の調査・分析を行った上で、業務の可視化を行うことから、調査結果

を基に、業務を根本的に見直す手法（ＢＰＲ）を導入し、業務の効率化を図る。導入にあたっては、全職員向けの研修を実施す

るとともに、データに基づく効果的な政策立案の手法（EBPM）を導入するとともに、民間活力の導入といった業務の外製化

に向けた検討を行い、効果的かつ効率的に業務を執行することができる体制を整備する。

政策推進課/人事課/情報政策課

業務量の調査・分析・効率化 北杜市特定事業主行動計画

必要性

　今後、職員の確保が困難となることが見込まれる中、限られた人員で効果的かつ効率的な行政運営を行うためには、現在の

業務の効率化を図り、職員が直接携わらなければならない業務に人的資源を投入するなど行政運営の最適化を推進する必

要がある。

●EBPM導入検討 ●EBPM導入 ●EBPM実施

項番 10 取組番号 1-3-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

政策推進課/関係課

アウトソーシングの推進

年次計画 計画

●他自治体の導入事例等の調査・研究を行い、本市での導入について検討

●随時、導入可能な事業からアウトソーシング導入を図る

●導入事業の効果検証を行い、庁内で水平展開を図る

アウトソーシングの導入に向けた検討：１回以上／年

必要性

　高齢化の進展による社会保障費の増大や公共ニーズが複雑多様化する一方で、今後人口減少等による税収の減少、職員数

の減少が見込まれる。

　これまで以上に簡素で効率的な自治体経営が求められていることから、市が行う事業について、民間が有する専門性やノウ

ハウを活用することで、サービスの維持・向上やコストの削減を図るととともに、市が本来果たすべき役割の重点化や市職員

が直接携わらなければならない業務へ注力できる体制づくりが必要である。

取組概要

　「民間で代替可能な業務は民間に委ねる」ことを基本に、全庁的に業務・事業の洗い出しを行い、アウトソーシングの可能性

を検証し、積極的に導入を図る。

　導入にあたっては、「適切なサービス水準の維持」「民間に委ねることに法的な制約がないか」「人件費を含めたコスト削減

が見込めるか」「安定的・継続的に業務の遂行が可能か」「民間活力導入が効果的か」等を総合的に判断し、決定を行う。
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項番 11 取組番号 1-3-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　「北杜市DX推進計画」に基づき、トータルコスト（イニシャル+ランニング）を踏まえる中で、庁内におけるデジタルツール

（AI・RPAなど）の導入範囲拡大に向けた検討を行う。なお、導入に当たっては、すべての職員がデジタルツールの基本操作

や導入事例等を把握した上で検討することができるよう定期的に操作研修会や説明会を開催する。

情報政策課

ＤＸの推進 北杜市DX推進計画

必要性

　今後、職員の確保が困難となることが見込まれる中、限られた人員で効果的かつ効率的な行政運営と市民の利便性向上を

図るためには、ノンコア業務（大量処理業務、データ入力業務など）を新たなデジタルツール（ＡＩ・RPAなど）に置き換え、職員

が直接携わらなければならない業務に集中的に人的資源を投入し、業務の効率化を推進する必要がある。一方で、更なるDX

の推進を図るためには、現在の庁舎構造やスペースでは限界があるため、庁舎整備と合わせた検討を行う必要がある。

北杜市ＤＸ推進計画の進捗率：１００％

年次計画 計画

●デジタルツールの導入範囲拡大に向けた検討

●職員を対象とした操作研修会や説明会の開催

項番 12 取組番号 1-3-④ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　働きやすい職場環境を整備するため、他自治体の先行事例を調査する中で、時差出勤やフレックスタイム制など有効な事例

については積極的に導入に向けた検討を行う。また、事務室内の設備をテレワークやフリーアドレス等に適合した仕様に改め

るなど職員が働きやすいオフィス改善に取り組む。管理職員のリーダーシップの下、職員一人ひとりの業務量の平準化を図る

とともに、年次有給休暇を取得しやすい環境づくりに努める。

人事課/政策推進課

働きやすい職場環境の整備 北杜市特定事業主行動計画

必要性

　今後、職員の確保が困難となることが見込まれる中、限られた人員で効果的かつ効率的な行政運営を行うためには、職員の

勤務時間や休暇取得など職場環境の改善を図ることで、ワーク・ライフ・バランスの確保や健康管理につなげ、職員の能力を

最大限に発揮することができる「働きやすい」職場づくりを推進する必要がある。

年次有給休暇平均取得日数：14.3日/年

（参考）

年次有給休暇平均取得日数　R4:10.9日、R5:12.7日、R6:12.5日

年次計画 計画

●他自治体の先行事例の調査・導入検討

●職場環境の改善検討
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項番 13 取組番号 1-3-⑤ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　ハラスメント研修会等を通じて「北杜市職員のハラスメントの防止等に関する要綱」に基づくハラスメントの防止及び排除の

ための措置並びにハラスメントに起因する問題が生じた場合に適切に対応するための措置に関し、職員に対して周知徹底し、

職場環境の改善、市民サービスの向上を図る。

人事課

ハラスメントの防止及び対策の強化

北杜市ハラスメント撲滅宣言条例、北杜

市職員のハラスメントの防止等に関する

要綱、労働施策総合推進法第30条の2

必要性

　ハラスメントは重大な人権侵害行為であるという認識の下、ハラスメントの撲滅を宣言し、全ての者が互いに尊重することに

より、相互に信頼する「絆」の力を集結し、活力に満ち、北杜市に関わる全ての人が豊かさを享受できる「北杜」の未来を築く

ため、北杜市ハラスメント撲滅宣言条例を制定した。ハラスメントは深刻な問題であり、職場においても、パワーハラスメント

やセクシュアルハラスメント等の防止、カスタマーハラスメントへの対応が必要である。

職員アンケートによる研修内容の満足度：８０％以上/年

年次計画 計画

●ハラスメント研修会の開催

●ハラスメント防止等の周知

項番 14 取組番号 1-3-⑥ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

人事課

職員の心と体の健康保持対策の推進 心の健康づくり計画

年次計画 計画

●外部カウンセラーによる相談

●メンタルヘルスに関する教育研修や情報提供

●ストレスチェックの実施

心の健康づくり計画の数値目標達成率：100％

必要性

　様々な諸課題に適切に対応し、住民のニーズに応えるためには、業務にあたる職員一人ひとりが心身共に健康で、その能力

を十分発揮できる環境を整えることが重要であり、不調者の対応のみではなく、全ての職員の「心と体の健康づくり」を推進

し、もって、明るく活力に満ちた職場づくりに取り組む必要がある。

取組概要
　職員が健康で充実した生活を送りながら、その能力を十分に発揮出来るよう、定期検診後の保健指導の強化や「心の健康づ

くり計画」に基づくメンタルヘルス相談体制及び職場復帰支援体制の充実等、心と体の健康保持対策を推進する。
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❏重点推進項目 自主財源の確保 

 

  

項番 取組番号 2-1-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

99.43% 98.28%

99.87% 99.87%

99.80% 99.63%

99.28% 99.41%

99.37%

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

15
収納課/こども保育課/子育て政策課

/市営住宅課/上下水道総務課

公債権・私債権の収納対策の推進(現年分)
国税徴収法第141条、地方税法第20条の

11、地方税法第331条　等

必要性

　歳入の確保、負担の公平性の観点から、市税や使用料の収納率の向上及び収納対策の強化に取り組み、市民に適正な負担を求

める必要がある。

令和６年度の各種税・料金等の現年分収納率の状況

税・料金の別 所管課 令和６年度　収納率

市税 収納課 99.6%

国民健康保険税 収納課 98.6%

後期高齢者医療保険料 収納課 99.9%

介護保険料 収納課 99.9%

保育料 こども保育課 99.79%

放課後児童クラブ負担金 子育て政策課 99.63%

住宅使用料 住宅課 99.4%

水道料金 上下水道総務課 99.72%

下水道使用料 上下水道総務課 99.75%

※上下水道料金の決算日は3月31日であるが、上記収納率は5月31日時点での収納率を表している。

取組概要

　納税等の相談、納期限ごとの催告書の発送、臨戸訪問、職員のスキルアップなど、これまでの取組の維持・強化を図るとともに、

納入しやすい多様な収納方法に向けた環境整備を検討し、収納率の向上を図る。

　また、納期限ごとの催告書の発送や、早い段階での滞納処分の執行など、早期着手に努める。

取組目標

　市税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育料、放課後児童クラブ負担金、住宅使用料、水道料金、下水

道使用料のそれぞれの収納率を合算した平均値が９９．６％以上を維持

【参考】税・料金別の過去３箇年平均値

・市税 ・国民健康保険税

・後期高齢者医療保険料 ・介護保険料

・保育料 ・放課後児童クラブ負担金

・住宅使用料 ・水道料金

・下水道使用料

※上下水道料金の決算日は3月31日であるが、上記収納率は5月31日時点での収納率を表している。

年次計画

年度 令和12年度

計画

●納税等相談

●催告書発送(納期限ごと)

●滞納整理(臨戸訪問等)

●多様な収納方法の検討

実績

行革の柱 ２ 持続可能な行財政運営の推進 
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項番 取組番号 2-1-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

25.63% 44.75%

61.4% 46.1%

16.17% 43.89%

9.27% 11.03%

47.01% 70.21%

令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度

16

収納課/こども保育課/子育て政策課

/市営住宅課/学校給食課

/上下水道総務課

公債権・私債権の収納対策の推進(過年分)
国税徴収法第141条、地方税法第20条の

11、地方税法第331条　等

必要性

　歳入の確保、負担の公平性の観点から、市税や使用料の収納率の向上及び収納対策の強化に取り組み、市民に適正な負担を求

める必要がある。

令和６年度の各種税・料金等の過年分収納率の状況

税・料金の別 所管課 令和６年度　収納率

市税 収納課 35.8%

国民健康保険税 収納課 55.3%

後期高齢者医療保険料 収納課 67.1%

介護保険料 収納課 53.4%

保育料 こども保育課 20.6%

放課後児童クラブ負担金 子育て政策課 64.04%

住宅使用料 住宅課 9.35%

学校給食費 学校給食課 8.8%

水道料金 上下水道総務課 38.85%

下水道使用料 上下水道総務課 67.71%

※上下水道料金の決算日は3月31日であるが、上記収納率は5月31日時点での収納率を表している。

取組概要

　過年分の滞納者へは、適切な差押えや公売などの滞納処分の実施、法令による滞納処分執行停止要件に該当する案件の速や

かな執行停止など、公債権、私債権のそれぞれの基準に基づき公平性・公正性を踏まえた収納対策を実施する。

また、納税等の相談、納期限ごとの催告書の発送、臨戸訪問、職員のスキルアップなど、これまでの取組の維持・強化を図るとと

もに、民間事業者への徴収事務委託の可能性を研究及び納入しやすい多様な収納方法に向けた環境整備を検討し、収納率の向

上を図る。

取組目標

　市税、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護保険料、保育料、放課後児童クラブ負担金、住宅使用料、学校給食費、水

道料金、下水道使用料のそれぞれの収納率を合算した平均値が40％以上を維持

【参考】税・料金別の過去３箇年平均値

・市税 ・国民健康保険税

・後期高齢者医療保険料 ・介護保険料

・保育料 ・放課後児童クラブ負担金

・住宅使用料 ・学校給食費

・水道料金 ・下水道使用料

実績

※上下水道料金の決算日は3月31日であるが、上記収納率は5月31日時点での収納率を表している。

年次計画

年度 令和12年度

計画

●納税等相談

●催告書発送(納期限ごと)

●滞納整理(臨戸訪問等)

●多様な収納方法の検討

●民間事業者への徴収事務委託の可能性を研究
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項番 17 取組番号 2-1-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

寄附額：３０億円以上/年
（参考）
寄付額　R4:14億3,400万円、R5:16億3,800万円、R6:20億9,700万円

年次計画 計画

●新たな返礼品の創出やブラッシュアップ

●ポータルサイトの掲載内容の改善など効果的な情報発信

取組概要

　民間ポータルサイトのノウハウを活用したデータ収集を行い、寄附者が魅力を感じる返礼品の傾向を把握し、返礼品登録事業者と連
携を図る中で地場産品のほか、本市の特性を生かした体験などの創出やブラッシュアップに取り組む。市独自のポータルサイトの「返
礼品の選びやすさ」、「見やすさ」の向上や民間のふるさと納税サイトの特性に応じた掲載ページの見直しなど効果的な情報発信に取
り組む。

ふるさと納税課

ふるさと納税制度の推進 地方税法第37条の2、第314の7　等

必要性

　平成２０年度の制度開始以降、市産返礼品の充実や市内事業所の参画の推進を積極的に図り、自主財源の確保に向けた寄附額の
増加に取り組んできたところである。こうした取組により、寄附額は年々増加傾向にあるが、一方で、自治体間の競争が激しくなって
いるため、更なる営業力の強化や効率的な情報発信に取り組む必要がある。

●令和６年度実績
　 ・寄附件数：７４，８４１件
　 ・寄 附 額：20億9,700万円

項番 18 取組番号 2-1-④ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要
　本市が実施する地方創生事業と関連の深い企業や市と「ゆかり」のある企業に対し、市長のトップセールスを積極的に実施する。国
が主催する企業とのマッチング会への参加や先進的に取り組んでいる自治体の取組を参考にして寄附額の増加を図る。

ふるさと納税課

企業版ふるさと納税制度の推進
地方税法附則第8条の2の2、第9条の2の2、地方税法

施行規則附則第2条の6、第3条、北杜市まち・ひと・しご

と創生推進計画　等

必要性

　平成２８年度の制度開始以降、企業版ふるさと納税制度を導入した事業に取り組んでいる。本制度は、寄附額に対して最大９割の税
額控除がされるメリットがあるが、一方で、市のホームページやSNSなどによる周知方法では限界があるため、更なる営業力の強化
や効率的な情報発信に取り組む必要がある。

●令和６年度実績
　 ・寄附件数：２２件
　 ・寄 附 額：4,3４0万円

寄附額：４，０００万円以上/年を維持
（参考）
寄付額　R4:500万円、R5:760万円、R6:4,340万円

年次計画 計画

●市長のトップセールス

●企業とのマッチング会への参加や効果的なPR

●先進自治体の取組を調査・研究
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項番 19 取組番号 2-1-⑤ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

寄附額：3,０００万円以上/年を維持

（参考）

寄付額　R4:3,345万5千円、R5:3,273万円、R6:3,236万円

年次計画 計画

●市長のトップセールス、他部署との連携による寄附依頼

●実施事業の新たな創出や既存事業の見直し

●本制度の今後のあり方を検討

取組概要

　新たな寄附企業等を確保するため、市長のトップセールスや他部署との連携による効率的な企業等への寄附依頼を実施す

るとともに、市のホームページや広報紙などを通じて広く周知を図る。今後も多くの企業や個人から賛同いただけるよう新た

な事業の創出や恒例化した事業の実効的な内容への見直しに向けた検討を進めるとともに、今後における本制度のあり方を

検討する。

環境課

環境保全協力金制度の推進 北杜市環境保全基金条例

必要性

　平成２０年度の制度創設以来、企業を始め多くの皆様からの支援により、本市の森林整備や環境保全、地下水の保全、市民

提案型環境保全活動を実施している。一方で、社会情勢の変化などに伴い、年々寄附額が減少している状況である。このた

め、本制度の今後のあり方を検討する必要がある。また、市民提案型事業において、事業内容の恒例化により新規事業が減

少していることから、新たな促進策を検討する必要がある。

●令和６年度実績

　 ・寄附件数：６８件

　 ・寄 附 額：３,236万円

項番 20 取組番号 2-1-⑥ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

寄附額：２７０万円以上/年を維持
（参考）
寄付額　R4:298万円、R5:280万円、R6:275万円

年次計画 計画

●市長のトップセールス、他部署との連携、個人への寄附依頼の強化

●先進自治体の取組を調査・研究

●本制度の今後のあり方を検討

取組概要
　新たな寄附企業等を確保するため、市長のトップセールスや他部署との連携による効率的な企業等への寄附依頼を実施するととも
に、市のホームページや広報紙などを通じて広く周知を図る。また、個人からの寄附件数の増加を図るため、イベント開催時に参加者
に対して寄附依頼のチラシを配布するなど新たな寄附依頼に向けた検討を行うとともに、今後における本制度のあり方を検討する。

生涯学習課

芸術文化スポーツ振興協力金制度の推進
北杜市芸術文化スポーツ振興基金条例、芸術文化スポー

ツ振興基金条例施行規則、北杜市芸術文化スポーツ振興

基金活用事業補助金交付要綱

必要性

　平成２０年度の制度創設以来、企業を始め多くの皆様からの支援により、市民に一流の芸術文化・スポーツに触れる機会を創出する
ため、コンサートやスポーツ教室などを実施している。一方で、企業版ふるさと納税制度の増加や社会情勢の変化などに伴い、年々
寄附額が減少している状況である。このため、本制度の今後のあり方を検討する必要がある。また、現在、寄附額の全額が企業からの
みであるため、個人からの寄附件数の増加を図る必要がある。

●令和６年度実績
　 ・寄附件数：３件
　 ・寄 附 額：２７５万円



 

- 37 - 

 

 

 

 

 

 

  

項番 21 取組番号 2-1-⑦ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　事業を執行する担当課とともに、明確な事業目的と寄附者の共感が得られる企画・立案及びＰＲ活動など必要事項を協議す

る中で取組を進める。事業を執行する担当課の申し出により、ふるさと納税課が契約する民間ポータルサイトを活用して募集

を実施する。

ふるさと納税課/関係課

ガバメントクラウドファンディングの推進 地方税法第37条の2、第314の7　等

必要性

　ガバメントクラウドファンディングは、本市のまちづくりの推進に必要となる施策に共感する皆様からの寄附であり、今後、

自主財源の確保策として幅広い事業に活用していく必要がある。実施にあたっては、民間ポータルサイトを使用して募集する

方法が主となるため、本市の市政推進に寄与し、寄附者から賛同を得やすい事業を選定する中で、効果的な周知を行う必要

がある。

●令和５年度実績

　 ・事業名：北杜市八ヶ岳スケートセンター リンク整備事業

　 ・寄附件数：１０５件

　 ・寄 附 額：７２３万４千円

●令和６年度実績

　 ・事業名：（仮称）北杜市こどもパーク整備事業

　 ・寄付件数：1,173件

　 ・寄付額：6,855万６千円

ガバメントクラウドファンディングを活用した事業数：１件以上/年

年次計画 計画
●実施対象事業の検討

●ふるさと納税制度を活用した民間サイトへの募集掲載

項番 取組番号 2-1-⑧ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

令和８年度 令和９年度 令和10年度

22 政策推進課/関係課

ネーミングライツの推進 北杜市命名権売却事業実施要綱

必要性

　本市の保有する施設の愛称を決定する権利を法人に付与することにより、命名権の対価を得て施設の管理費等の財源を確保

し、財政の健全化を図ることを目的に平成２４年度に制度を創設した。これまで２施設に対して命名権を付与しているが、今後、更

なる拡大を図るためには、募集にあたり企業等にとって魅力のある施設を選定するだけでなく、現在、市の施設の多くに導入し

ている指定管理者制度に基づく指定管理者との協議・調整の上で進めていく必要がある。

●令和６年度実績

施設名 愛称 命名権料

取組目標 命名権付与施設数：１施設以上/年

北杜市八ヶ岳スケートセンター FOLKWOOD SKATE PARK 八ヶ岳 年額１００万円

北杜市たかねの湯 日帰り温泉 ヘルシースパサンロード たかねの湯 年額６０万円

取組概要
本市の施設へのネーミングライツの導入を積極的に推進し、新たな自主財源の確保を図り安定した施設の維持管理を実施するた

め、導入可能性がある施設の選定及び募集に向けた検討を行う。

年次計画

年度 令和11年度 令和12年度

計画
●導入可能性がある施設の選定に向けた検討

●募集に向けた検討

実績
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❏重点推進項目 民間活力の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 23 取組番号 2-2-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

令和12年度までに導入

年次計画 計画 ●職員への制度理解促進

政策推進課

PPP/PFI制度の導入推進
民間資金等の活用による公共施設等の整

備等の促進に関する法律

必要性
　人口減少、少子高齢化により、今後、更に厳しい財政状況が予想される中、多くの公共施設等が老朽化に伴う更新時期を迎えようと
している。このため、公的負担を抑制し、質の高い行政サービスの実現を図るため、PPP（官民連携事業）/PFI（民間資金等活用事
業）の導入による民間活力を活用した取組を推進する必要がある。

取組概要

　山梨県等が事務局を務める「やまなしPPP/PFI地域プラットフォーム」へ積極的に参加し、先進自治体の事例を把握するとともに、
職員への制度理解の促進を図る。
　国の支援策である「PPP/PFI専門家派遣制度」の活用を検討し、庁内推進体制の構築を始め、民間提案制度に係る受け入れ体制
の構築など専門的なアドバイスを受け、知見を深める中で制度の推進を図る。

項番 24 取組番号 2-2-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　「（仮称）サウンディング型市場調査運用指針」を策定し、職員への理解促進を図り、各所管課において個別の市場調査が実

施できる体制を構築する。適正な調査を実施するため、山梨県等が事務局を務める「やまなしPPP/PFI地域プラットフォー

ム」へ積極的に参加し、先進自治体の事例や効果的な調査方法などを把握する。併せて、サウンディング型市場調査の活用が

有効な事業を抽出し、随時調査を実施する。

政策推進課/関係課

サウンディング型市場調査の活用
地方公共団体のサウンディング型市場調

査の手引き

必要性
　公共施設の最適配置による余剰施設の活用や業務の効果的かつ効率的な官民連携の推進を図るため、民間事業者との意

見交換等を通じ、民間のアイデア、ニーズ、課題等を把握した上で、各事業の実現可能性の検討を推進する必要がある。

サウンディング型市場調査の実施数：１事業以上/年

年次計画 計画

●先進事例の把握・調査・研究

●サウンディング型市場

調査運用指針の策定
●随時、サウンディング型市場調査を実施
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項番 25 取組番号 2-2-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　指定管理者制度が未導入の施設については、直営とのサービス内容や運営経費等を比較検討し、積極的に制度導入に向けた検討
を行う。指定管理期間が終了する施設については、利用者の状況やニーズ等を踏まえ、引き続き指定管理者制度を継続するか否かを
施設所管課において十分検討し、継続する場合は、原則公募により次年度からの指定管理者を募集・決定する。指定管理者制度の導
入施設については、毎年度設置目的に沿った適正な管理・運営が実施されているか、サービス向上、経費削減が図られているかを検
証し、公表する。

管財課/関係課

指定管理者制度の推進
地方自治法第244条の２第３項、北杜市公
の施設に係る指定管理者の指定手続等に

関する条例

必要性
　公共施設の効率的な管理・運営による経費削減や市民サービスの向上を図る観点から、民間事業者が管理・運営を行う「指定管理
者制度」を推進する必要がある。ただし、制度の推進にあたっては、真に公の施設として運営することが必要な施設かの検討を十分
に行い、行政コストの削減を図る必要がある。

指定管理者の管理運営状況の毎年度評価：A評価及びＢ評価（優れていると認められる）が全体の４８％以上/年
（参考）
評価結果　R4:53.3％、R5:47.5％、R6:40.7％

年次計画 計画

●指定管理者制度未導入施設への導入検討

●指定管理期間満了時における制度の継続検討

●指定管理者による施設の管理・運営及び適切な指導

●指定管理者制度導入施設の評価を毎年度実施・公表
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❏重点推進項目 公共施設の最適配置 

 

 

 

 

  

項番 26 取組番号 2-3-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

個別施設計画に基づく進捗率：１００％ ※すべての施設において毎年度の進捗状況評価が計画のとおり進捗している。

年次計画 計画

●個別施設計画に基づき施設所管課ごとに計画的な取組を進める

●毎年度、各施設の取組進捗状況を確認し、評価を行う

取組概要
　「北杜市公共施設個別施設計画」に基づき、各施設の取組の進捗状況を毎年度確認し、課題等が生じている場合は全庁横断的に検
討を進め、計画的に公共施設の最適配置に取り組む。

政策推進課/関係課

公共施設保有量の縮減
北杜市公共施設等総合管理計画
北杜市公共施設個別施設計画

必要性

　本市の公共施設保有量は、市民１人当たりに換算すると県内の他市や人口が同規模である合併市と比較しても突出して多い状況で
ある。このため、「北杜市公共施設等総合管理計画」で掲げる本市の公共施設の保有量(延床面積)を４０％程度縮減する目標の達成
に向け、「北杜市公共施設個別施設計画」に基づき計画的に縮減を図る必要がある。

●北杜市公共施設個別施設計画(最適配置による施設縮減効果)
　 ・計画策定時(令和６年度)　⇒　施設の延床面積：４０９，６２３．６１㎡
　 ・計画期間満了時(令和３３年度)　⇒　施設の延床面積：２４４，９５０．８３㎡
　 ・縮減量：１６４，６７２．７８㎡【４０．２％】の縮減

項番 27 取組番号 2-3-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　温泉10施設の指定管理者からの聞き取りなどを行い、現状の問題や今後想定される課題についての洗い出しを行う。

　また、地域住民ニーズの聞き取りや検討委員会等からの提言をいただく中で、民間移管・譲渡を見据えた施設のあり方につ

いての方向性を検討する。

観光課

温泉施設の最適化
北杜市公共施設等総合管理計画

北杜市公共施設個別施設計画

必要性

　旧町村単位で保有していた10の温泉施設を合併後も引き続き保有しており、これらの温泉施設は温泉の性質上腐食の進行

が早く、施設によっては大規模修繕を行いながら住民ニーズに対応してきたが、各施設とも建築から20年以上が経過し、建

物及び設備が老朽化してきており、今後さらなる修繕費の増加が懸念される。また、観光施設である傍ら、福祉的要素も含ま

れる施設であるため、施設のあり方については慎重に検討する必要がある。

個別施設計画に基づく進捗率：１００％

年次計画 計画

●個別施設計画に基づき計画的な取組を進める

●毎年度、取組進捗状況を確認し、評価を行う
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❏重点推進項目 中学校の教育環境の充実 

 

  

項番 28 取組番号 2-４-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要 　中学校再編に向けた準備室を開設し、中学校開校に向けた準備（校名、通学路、スクールバス等の検討）を行う。

教育総務課

（中学校統合準備室）

中学校の再編
北杜市公共施設等総合管理計画

北杜市公共施設個別施設計画

必要性

　年々、こどもたちの人数が減少する中、中学校の小規模化、学校規模の大小の偏在、人口減少社会における持続可能な学校

運営などに大きな課題が生じている。

　中学校適正配置の検討にあたっては、限られた資源を重点的かつ効率的に活用し、学校教育環境の向上と魅力的で持続的

な学校運営を行うため、適正な規模への再編を進める必要がある。

●再編方針

　新設校２校

　　〇明野・須玉・高根・泉

　　〇長坂・小淵沢・白州・武川

開校に向けた準備：１００％

年次計画 計画

●準備室を設置し、中学校再編に向けた準備を進める

●新設中学校の概要の決定
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❏重点推進項目 未利用財産の有効活用 

 

 

 

 

  

項番 29 取組番号 2-５-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　関係する課と連携を図り、企業のニーズに応じた市所有の未利用地等のデータベースを随時更新し、企業誘致活動に活用す

る。また、企業と自治体のマッチングを図る「企業立地セミナー」に参加し、営業活動の強化を図る。企業のニーズを的確に把

握するため、未利用地の跡地活用の可能性が高い土地等について「サウンディング型市場調査」の積極的な活用を検討する。

商工課/関係課

市有財産の企業立地用地等への活用

必要性

　市内への進出を希望する企業からの相談が増加している中、現在１１箇所の工業団地はすべて事業所が入居しており、空き

区画がない状況である。今後、更に企業誘致を推進していくためには、公共施設の最適配置により生じる未利用地を活用し、

企業のニーズを確認する中で相談体制や庁内の連携体制の強化を図る必要がある。

立地件数・相談件数：２５件以上／年

（参考）

立地件数（相談件数含む）R4:33件、R5:30件、R6:14件

年次計画 計画

●市所有の未利用地等のデータベースの更新

●企業立地セミナーへの参加検討

●サウンディング型市場調査の実施検討

項番 30 取組番号 2-５-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

普通財産売却・貸付件数(相談件数含む)：４０件/年
（参考）
売却・貸付件数　※貸付は短期長期ともに有償・無償合算
R4:貸付件数…長期30件（継続19件、新規11件）、短期15件（全新規）、売却件数…０件
R5:貸付件数…長期21件（継続17件、新規４件）、短期19件（全新規）、売却件数…１件
R6:貸付件数…長期15件（継続11件、新規４件）、短期14件（全新規）、売却件数…１件

年次計画 計画

●普通財産の売却・貸付

●売却・貸付資産の洗い出し

※公共施設の最適配置による縮減により随時資産を追加

●サウンディング型市場調査の実施検討

取組概要

　引き続き、希望者のニーズを確認する中で積極的に普通財産（土地・建物）の売却・貸付を実施する。企業等の市内立地や住宅向け
分譲地などへの政策的な活用については、各部局間の連携を強化し、不動産ニーズに応じた柔軟な対応を行う。サウンディング型市
場調査の積極的な実施を検討し、民間事業者のニーズに応じた普通財産の有効活用方法を把握した上で売却・貸付が可能な資産を
洗い出し、広く情報を公表する中で募集を行う。また、中学校の再編に伴う跡地については、地域での利活用等を含め検討する。

管財課/関係課

市有財産の売却・貸付の推進体制強化
北杜市公有財産管理規則、北杜市未利用地
売却事務処理要綱、北杜市普通財産有効活
用庁内検討会設置要綱

必要性
　普通財産（土地・建物）の貸付については、これまで継続的に実施しているが、売却については希望者が少ないことや土地の分筆や
建物登記などが必要となるため、進捗していない状況である。普通財産の保有期間が長期に渡ると管理コストの増加につながるた
め、未活用の普通財産（土地・建物）の有効活用に取り組む必要がある。



 

- 43 - 

 

❏重点推進項目 上下水道事業の経営健全化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 31 取組番号 2-6-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

上下水道総務課

基準外繰入金の縮減 北杜市上下水道事業経営基本計画

必要性
　上下水道事業は、一般会計からの繰入金に大きく依存しており、そのうち基準外繰入金は、上水道事業が４億7,000万円/

年、下水道事業が９億円/年（R7当初予算額）と高い水準であることから、基準外繰入金の縮減に努める必要がある。

一般会計からの基準外繰入金の段階的な縮減：前年度当初予算額の基準外繰入金に対して３％/年縮減

年次計画 計画 ●上下水道事業審議会における審議

取組概要
　設定した繰入金の上限額の厳守や、北杜市上下水道事業経営基本計画の投資・財政計画に基づく起債発行額の抑制に取り

組み、基準外繰入金の縮減を図る。

項番 32 取組番号 2-6-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

上水道施設（管路）の更新距離：３ｋｍ/年

年次計画 計画 ●北杜市上下水道耐震化計画に基づき、計画的に設計・施工を実施

上下水道施設課/上下水道維持課

施設の老朽化対策の推進 北杜市上下水道耐震化計画

必要性

　現在、本市では受水池兼配水池１５箇所、配水池１００箇所、水道管総延長約１，３５３㎞の上水道施設を保有しているが、施設

の老朽化が進行し、有収率（施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標）は全国平均を大きく下回る５９．７％とい

う状況である。このため、持続可能な上水道事業の運営に向け、施設の老朽化対策を計画的に進める必要がある。

取組概要
　北杜市上下水道耐震化計画に基づき、重要施設等へ供給している管路の更新を計画的に進め、有収率の向上とともに耐震

化を図り、災害にも強い上水道施設（管路）の整備を計画的に推進する。
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項番 33 取組番号 2-6-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

北杜市上下水道事業経営基本計画に基づくPPP導入に向けた検討の進捗率：１００％

年次計画 計画 ●下水道ウォーターＰＰＰ等の導入検討

上下水道施設課

ウォーターPPP等の導入検討 北杜市上下水道事業経営基本計画

必要性

　上下水道事業は、今後、人口減少による使用料収入の減少、施設の老朽化による更新等費用の増加、業務を担当する職員の

不足などの課題を抱えている。こうした中、国では持続可能な上下水道事業の運営を図るため、民間事業者の技術力や経営

に関する知識を活用した多様な官民連携方式（ウォーターPPP等）の導入を推進している。このため、本市においても導入に

向けた検討を進める必要がある。

取組概要
　民間の経営ノウハウや創意工夫等を活用し、効果的かつ効率的な下水道事業の運営体制を整備するため、官民連携方式

（ウォーターPPP等）の導入可能性について検討を進める。

項番 34 取組番号 2-6-④ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　処理施設の地理的要因や施設規模及び設備の更新時期等を踏まえた中で、施設の統合・廃止を行い下水道事業の効率化を

図る。

　北杜市下水道アクションプランに基づき、計画的に処理施設の統廃合を進めるとともに、社会情勢等を踏まえつつ、適切な

時期に北杜市下水道アクションプランの見直しを検討する。

上下水道施設課

下水道事業処理施設の統廃合の推進 北杜市下水道アクションプラン

必要性

　市内には、特定環境保全公共下水道の処理施設11施設、農業集落排水事業の処理施設25施設、計36施設ある。

　多くの施設があり処理能力が高い一方で、人口規模に対して処理場が多いため施設利用率は低く、また、維持管理等に膨大

な費用を必要とすることから下水道事業運営を圧迫している。

北杜市下水道アクションプランの統廃合事業進捗率：１００％

年次計画 計画

●施設の統合・廃止に向けた検討

●社会情勢等を踏まえた北杜市下水道アクションプランの見直し
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❏重点推進項目 地域コミュニティの強化 

 

 

 

 

 

 

  

項番 35 取組番号 3-1-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　行政区の役員に対しては区長会の開催等を通じて、「行政区ハンドブック」により行政区の役割や活動内容、加入のメリット

などを説明し、加入促進を図る。また、転入者に対しては、転入窓口にて「行政区への加入の御案内」を配布し加入を促進す

る。その他、市ホームページ上での広報の充実や、新たに広報紙、CATV、SNS等を活用し、幅広い層の市民に効果的に情報

を届けるとともに、他自治体の取組も参考にしながら調査・研究を進め、行政区への加入促進を図る。

総務課/ふるさと納税課

行政区との連携強化

必要性

 　山積する地域課題の解決を図り、持続可能なまちづくりを推進するためには行政のみの力では限界がある。このため、市

民、企業、市民団体、行政がそれぞれの役割を分担し、「防災面」、「福祉面」等の幅広い分野において、協働によるまちづくり

を推進する必要がある。

行政区加入率：６６.４％以上/年を維持

（参考）

行政区加入率　R4: 68.1％、R5: 67.5％、R6: 66.4％

年次計画 計画

●行政区ハンドブック等を活用した加入促進

●行政区ハンドブック、行政区

への加入の御案内の見直しの

検討

●行政区ハンドブック、行政区への加入の御案内の見直し実施・周知

項番 36 取組番号 3-1-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

消防団の定員充足率：９０％以上/年を維持
（参考）
定員充足率　R7: 93.7％

年次計画 計画

●転入者及び若年層に対する消防団加入案内の実施

●代表区長会等における加入のための周知依頼

●市民に対する消防団活動の発信

取組概要
　市と消防団の協働により、代表区長会などを通じた加入の周知依頼等を行いつつ、安全・安心を守る消防団員の確保・育成を推進
することで、防災力・減災力の強化を図る。また、消防団活動を通した地域への貢献及び住民との交流により、「住民同士の顔が見え
る地域づくり」を推進し、もって地域コミュニティの活性化を目指す。

消防防災課

地域防災力・減災力の整備・維持
北杜市消防団の設置等に関する条例、北杜市消防団の

組織等に関する規則、北杜市消防団の編成及び組織運

営に関する提言書 等

必要性
　人口減少、少子高齢化により、地域コミュニティの衰退が危ぶまれる中、地域の安全・安心を守ることができる人材の必要性が高
まっている。今後の地域の防災力・減災力の強化を図るために、地域の安全・安心に寄与できる人材を確保・育成する必要がある。

行革の柱 ３ 多様な主体との協働で推進するまちづくり 
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❏重点推進項目 広聴広報の推進 

 

 

 

 

 

  

項番 37 取組番号 3-2-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

公式LINE登録者数：9,200人以上、ホームページアクセス数：２５０万件以上
（参考）
LINE登録者数　R4:4,352人、R5:5,258人、R6:6,799人
ホームページアクセス数　R4:189万件、R5:183万件、R6:203万件

年次計画 計画

●幅広い分野における市の情報公開

●多様な情報伝達手段に向けた検討

取組概要
　市政情報のほか、会計執行状況や財務諸表、定員管理、施策、抱えている課題等の情報を広報紙、ホームページ、SNSなどで公開す
る。情報弱者や若い世代など幅広い世代にそれぞれ応じた「伝える」情報伝達手段による効果的な情報発信に向けた検討を進める。

秘書広報課/関係課

「伝える」情報発信の推進 北杜市DX推進計画

必要性

　市民が積極的に市政に参画し、行政と協働によるまちづくりを推進するためには、市の現状や課題、施策などに関する正確な情報
を、幅広いツールを活用する中で効果的に発信する必要がある。情報伝達ツールについては、広報紙のほか速報性の高いホームペー
ジやSNSなど、昨今のデジタル化の進展を踏まえ、誰もが分かりやすく簡便かつ手軽にデジタル技術を活用することができる環境を
整備し、デジタルデバイド（情報格差）を招くことのないよう対策を講じていく必要がある。

項番 38 取組番号 3-2-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　各種審議会や検討会等における市民公募委員の積極的な登用に向け、職員に対して「北杜市審議会等の設置及び委員の選

任に関する要綱」に基づく制度の理解促進を図る。また、市民の意見を聞く機会として「パブリックコメント」などを積極的に活

用するほか、「意見しやすい」環境づくりを拡充するため、更なる広聴機能の強化に向けた検討を進める。

秘書広報課/関係課

意見しやすい環境整備
北杜市審議会等の設置及び委員の選任

に関する要綱

必要性

　市民ニーズや意見等を的確に市政に反映させるため、これまで「市長への手紙」、「パブリックコメント」、「未来を語る集い」

などを通じて幅広く市民の声を聴いている。一方、各種審議会や検討会等における市民公募委員の登用は大きく進んでおら

ず、市民参画の機会が十分に確保されているとは言い難い状況である。このため、令和５年度に策定した「北杜市審議会等の

設置及び委員の選任に関する要綱」に基づき、審議内容に応じて可能な限り多くの公募委員の登用を図る必要がある。また、

これまでの広聴方法を検証する中で、更なる広聴機能の強化に向けた検討を進め、より効果的かつ効率的な「意見しやすい」

環境を拡充する必要がある。

広聴活動への市民の参画人数：３８０人以上／年

（参考）

広聴活動への市民の参画人数　R4:360人、R5:414人、R6:３２５人

年次計画 計画

●審議会等への公募委員の登用に向けた職員への理解促進

●更なる広聴機能の強化に向けた検討
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❏重点推進項目 移住者・定住者・関係人口の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

項番 39 取組番号 3-3-① 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　市の魅力発信業務を所掌する各課の職員により構成された庁内横断的な組織である「北杜市魅力発信庁内チーム」が主体

となり、ターゲット層を定めた上で統一的なブランドイメージに基づき各種SNSへの投稿を実施する。移住者、二拠点居住者

を始めとする多様な主体による交流イベント等の開催により、相互に協働、共創できる関係の構築に向けた機会を創出する

とともに、他自治体の取組を調査・研究する中で、多様な主体が地域や行政活動に参加できる仕組の構築に向けた検討を進

める。また、効果的なシティプロモーションの更なる推進を図るため、ターゲットに合わせた魅力発信の方法や地域資源の活

用、市民や民間事業者との協働に向けた検討を進める。

秘書広報課/ふるさと納税課

シティプロモーションの推進 北杜市シティプロモーション戦略

必要性

　効果的なシティプロモーションを通じ、本市の知名度やイメージの向上、市民の地元愛や誇りの醸成を図り、若い世代、特に

子育て世代の人口を増加させ、持続可能なまちづくりを推進する必要がある。現在の人口を今後も維持していくためには、本

市が持つ地域資源の磨き上げや民間活力の活用による魅力向上により、交流人口から関係人口、移住者へと段階的に増加を

図る必要がある。

移住者数：７０８人以上／年

（参考）

移住者数　R4:480人、R5:492人、R6:６４２人

年次計画 計画

●魅力発信庁内チームによる情報発信

●効果的なイベント等の開催

●シティプロモーションの更なる推進に向けた検討

項番 40 取組番号 3-3-② 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　空き家バンク登録物件数の増加を図るため、リフォーム費等補助金事業を継続する中で、必要に応じて需要側と供給側のそ

れぞれのニーズに合った支援内容への見直しを検討する。「北杜市空き家バンク協力会」と連携を図り、現在の空き家バンク

制度の課題を抽出・分析し、課題解決や空き家バンクによるマッチング強化に向けた検討を行う。

土地政策課

空き家の活用促進
北杜市空き家等対策計画・所有者不明土

地対策計画

必要性

　人口・世帯構造やライフスタイル等の変化に伴い住まいに対するニーズが多様化する中、本市においても空き家が増加して

いる状況である。今後、管理不全な空き家が増加することにより、防災、防犯、衛生、景観など多岐にわたり問題が発生する

ことが想定されるため、物件の不動産としての有効活用の機会創出に向け、所有者への支援を検討する必要がある。一方、移

住施策を推進する上で、多くの移住希望者が「住まい」に関する不安を抱えていることから、空き家の利活用に向けた「空き家

バンク」によるマッチングの強化を図る必要がある。空き家バンク制度において、買いたい、借りたい方の需要は高いが、売り

たい、貸したい方の供給は低い状況である。このため、供給数が低い要因を把握・分析し、課題解決に向けた検討が必要であ

る。

空き家バンク成約件数：３０件以上／年

（参考）

成約件数　R1:19件、R2:24件、R3:15件、R4:18件、R5:26件、R6:26件

年次計画 計画

●空き家バンク制度の推進

●空き家バンク制度の課題抽出・分析・必要に応じて改善
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項番 41 取組番号 3-3-③ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

取組概要

　移住希望者が抱える不安等の解消を図るため、引き続き、移住相談時におけるきめ細かい相談体制を継続する。本市への

移住希望者が、市の概要、移住支援策、住まい、仕事などの状況を容易に把握することができるよう「移住定住ポータルサイ

ト」を活用し、ニーズに合わせて随時、掲載内容の充実を図る。「地域おこし協力隊員」との連携を強化する中で、移住後にお

ける定期的な訪問や行政区長や地域住民への紹介などの橋渡しなど、継続的なアフターフォローを行うことができるサポー

ト体制の充実を図り、移住者が地域や行政運営へ参加できる仕組の構築に向けた検討を進める。

ふるさと納税課

移住者のフォローアップ体制の構築

必要性

　移住定住の促進を図るためには、移住希望者の抱える課題や不安に対する相談体制の充実、実際に移住された方が地域に

馴染み、安心して生活することができるよう移住後の「住まい」、「仕事」、「地域との橋渡し」などのフォローアップ体制の強化

が必要である。

移住者数：７０８人以上／年

（参考）

移住者数　R4:480人、R5:492人、R6:６４２人

年次計画 計画

●移住相談体制の継続

●移住定住ポータルサイトの掲載内容の充実に向けた検討

●移住後のフォローアップ体制の充実に向けた検討

項番 42 取組番号 3-3-④ 所管課

取組項目 関係法令・計画等

取組目標

年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

実績

定住自立圏形成協定に基づき推進する具体的取組の進捗率：１００％

年次計画 計画

●各取組の計画、実行、評価、改善

●次期計画の検討

取組概要

　北杜市と富士見町及び原村との間で締結した、「八ヶ岳定住自立圏の形成に関する協定書」に基づき、構成市町村が相互に

連携・協力して、「生活機能の強化」、「結びつきやネットワークの強化」及び「圏域マネジメント能力の強化」の政策分野に取り

組む。

企画課/関係課

八ヶ岳定住自立圏共生ビジョンの推進 八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン

必要性

　少子化による人口減少と高齢化社会を迎えている中で、八ヶ岳定住自立圏域が将来にわたって安心して暮らすことのでき

る地域として、圏域の市町村が相互に連携と協力を行い、圏域全体の生活機能の強化等に取り組むことにより、八ヶ岳圏域の

定住人口の確保と地域の活性化を図る必要がある。
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１．策定経過                                       

 

日程 会議等 内容 

R7.6.30 第１回行政改革推進委員会 

（公開、傍聴：２人） 

■委嘱状交付、諮問 

 

【協議内容】 

▶北杜市行政改革大綱・実施計画（案）について 

 

北杜市行政改革大綱・実施計画の骨子及びその（案）につい

て本委員会に提案し、協議を実施。 

R7.9.3 第２回行政改革推進委員会 

（公開、傍聴：３人） 

【協議内容】 

▶令和７年度第１回北杜市行政改革推進委員会（6/30 開催） 

での意見について（②北杜市行政改革大綱・実施計画（案）に

ついて） 

 

第１回行政改革推進委員会における意見等について整理し、

それに対する市の対応と考え方について取りまとめを実施。 

また、当該修正等について北杜市行政改革大綱・実施計画

（案）へ反映した資料について協議。 

R7.11.14 

～ 

R7.11.25 

第３回行政改革推進委員会（書面開催） 

（非公開） 

【協議内容】 

▶北杜市行政改革大綱・実施計画（案）について 

第２回行政改革推進委員会における意見等について整理

し、それに対する市の対応と考え方について取りまとめを実

施。 

また、当該修正等について北杜市行政改革大綱・実施計画

（案）へ反映した資料について協議。 

R7.12.12 市議会議員全員協議会 【報告内容】 

▶北杜市行政改革大綱・実施計画（案）を報告 

R7.12.18 

～ 

R8.1.26 

パブリックコメント ▶北杜市行政改革大綱・実施計画（案）について、 

パブリックコメントを実施 

 

・参加者数 ３人 

 

 

 

 

R8.2.9 第４回行政改革推進委員会 

（公開、傍聴：３人） 

【協議内容】 

▶パブリックコメントの結果について 

▶北杜市行政改革大綱・実施計画（案）について 

▶北杜市行政改革大綱・実施計画策定における答申（案） 

について 

 

パブリックコメントの実施結果について、いただいた意見等

について整理し、それに対する市の対応と考え方について取り

まとめを実施。 

また、所用の修正を加えた北杜市行政改革大綱・実施計画

（案）及び答申（案）について協議。 

R8.2.9 行政改革推進委員会 ▶行政改革推進委員会長から市長に「北杜市行政改革大綱・ 

実施計画」について答申 

行政改革推進委員会は、「北杜市行政改革推進委員会条例」に基づく市長の諮問機関であり、市長からの諮

問を受け、北杜市行政改革大綱・実施計画についての調査・審議を全４回行い、その結果を踏まえて答申いた

だきました。 

  

パブリックコメント 

の結果はこちら 

行政改革推進委員会の 

配布資料や議事録はこちら 
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２．行政改革推進委員会                               

 

（１）北杜市行政改革推進委員会条例

 

平成１７年６月２１日 

条例第２２号 

改正 平成１８年３月１４日条例第１７号 

令和２年３月２４日条例第２号 

令和４年３月２２日条例第２号 

令和７年１月３１日条例第１号 

(設置) 

第1条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして

効率的な市政の実現を推進するため、北杜市行

政改革推進委員会(以下「委員会」という。)を置

く。 

(任務) 

第 2 条 委員会は、市長の諮問に応じて、本市の行

政改革の推進に関する重要事項を調査し、及び

審議する。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、委員 10 人以内で組織する。 

2 委員は、行政改革について優れた識見を有する

者のうちから市長が委嘱する。 

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、再任は

妨げない。 

2 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

(会長) 

第5条 委員会に会長を置き、委員の互選により選

任する。 

2 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

 

3 会長に事故があるときは、あらかじめその指名

する委員が、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議

長となる。 

2 会長は、その職務を行うため必要があると認め

るときは、会議に関係者の出席を求め、その意見

又は説明を聴き又は資料の提出を求めることが

できる。 

(庶務) 

第 7 条 委員会の庶務は、政策秘書部政策推進課

において処理する。 

(委任) 

第8条 この条例に定めるもののほか、委員会に関

し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 18 年 3 月 14 日条例第 17 号) 

この条例は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 2 年 3 月 24 日条例第 2 号) 

この条例は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 4 年 3 月 22 日条例第 2 号) 

この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則(令和 7 年 1 月 31 日条例第 1 号)抄 

(施行期日) 

1 この条例は、令和 7 年 4 月 1 日から施行する。 
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（２）諮問 
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（３）答申 
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（４）行政改革推進委員会委員 

 

委員名簿 

 

会長 藤原
ふじはら

 真史
まさふみ

        ―――   山梨大学大学院総合研究部生命環境学域社会科学系准教授 

職務代理者 村田
む ら た

 俊也
しゅんや

  ―――   元公益財団法人山梨総合研究所専務理事 

委員 岩波
いわなみ

 信司
し ん じ

        ―――   北杜市代表区長会会長 

〃  齊藤
さいとう

 けさ子
こ

      ―――   北杜市地域委員会連絡協議会会長 

〃  坂本
さかもと

 正輝
ま さ き

        ―――   北杜市社会福祉協議会会長 

〃  清水
し み ず

 真理子
ま り こ

      ―――   北杜市民生委員児童委員協議会会長 

〃  波木井
は き い

 みゆき    ―――   北杜市母子愛育会会長 

〃  松田
ま つ だ

 真
ま

季
き

        ―――   株式会社山梨中央銀行須玉支店支店長 

〃  望月
もちづき

 和彦
かずひこ

        ―――   株式会社アルソア慧央グループ女神の森事業部部長 

〃  吉田
よ し だ

 百
ゆ

加利
か り

      ―――   帝京学園短期大学教授 

（順不同、敬称省略） 
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